





































  当初、宗教的な理由（特に進化論の拒絶）からの HS が多かった。1990 年代にメイベリ
ーら（1997）が行った調査※２がある。その結果によると、「教会に出席、週に１回／週に
数回」との回答が、HS を行っている親では 78％（全米では 13％）、また「信仰は非常に








米国では 1993 年までに全州において、HS が合法とされた（吉井、2000）。約 150 万人























表１ 高等学校の生徒が学ぶ HS に対する主な規制




AL 、 GA 、 LA
など 
「年間 180日以上の指導」 
 NY 「７～12年生は年間990時間の指導」 









 IA 「有資格の教員によるのでない場合、毎年テストを受験すること） 
 MA 「ポートフォリオなどの評価方法を用いる場合、毎年標準テストを受験すること」 

























































欧州でも、HS は認められる場合が多いが、ドイツのように HS は違法とする例もある。



















「若者のリスク行動」がテーマとなった CDC の調査、Youth Risk Behavior Surveillance - 













16 歳から 19 歳の若者だけで 2,163 名が交通事故死している（CDC の調査による）。なお、
この年齢層のうち男性の死亡率は、女性の約２倍にのぼる。 
図１ 米国の若者の死因における上位４件 （YRBS）
    参考までに世界では、交通事故が原因で 2013 年に年間 125 万人が死亡している
（WHO,2015）。人口 10 万人あたりでみていくと、世界全体では年間 17.5 人、日本は 4.7
人が死亡。地域別では、アフリカが最も多くて 26.6 人、最も少ないのは欧州の 9.3 人であ
る。開発途上国に交通事故が集中しており、最悪はインドとなっている。 
一方、日本においても登下校中に怪我をしたり、交通事故に巻き込まれてしまう児童生

























てか、2004 年から 2013 年の 10 年間に、交通事故死者数は、55％減少している。なお、オ
ートバイの事故については、乗用車と比べて危険性がはるかに高い（事故死は車の約 27
倍）ことが知られている。2015 年には、全米で計 4,693 人のライダーが死亡している。こ
れは全事故死の 13％に相当する※12。
対策➀ 段階的な運転免許証 









ト州のみ）。無制限になるのは、12 か月の経験を経てからであり、つまり最低でも 17 歳
になってからである。
 なお、日本でのデータであるが、「若者同士で乗っていると運転速度が高くなる」傾向









いる。中でも運転中に E メイル等を打つ行為（texting と言われる）は、多くの州で禁止さ
れている（日本でも道路交通法によって、運転中の携帯電話での通話やメールは禁止され












３年生  ２年生 兄弟
生徒運転許可および自動車登録申請 2016-2017 （手数料 35 ドル）
 生徒名
住所    ナンバープレート＃
車・・・          年式  モデル 車体の色 





















































































われる。これに加えて、2008 年 12 月１日以降に製造のバスについては上部ハッチの設置





UNECE※17の技術部会が、バスの EE に関する基準を検討した。過去 30 年にわたるバス
の事故記録を元に改定を勧告している （Matolcsy, 2009) 。本報告によると、これまで EE
の設置を考慮する際には、次の前提をおいていた。（従来の規制は、ECE Regulation 
No.107. ） ① バスは直立した状態にある。
② バスの定員に応じて EE の数を決定する。
③ どの座席にも脱出口が確保される。（２階建てバスなどの場合、これは特に重要で
ある。１階席の乗客は逃げられるが２階席は困難、となってはいけない。） 
④ バスの両側、前後に同等の EE を置く。
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事故で、12 件の火災が発生してバスは全焼している。また過去 256 件の正面衝突事故で、
14 件の火災が発生している。こうした事態は死亡率も高く、非常に危険と言える。








































なお、この安全への懸念をしめす割合は、黒人(6.8%) やヒスパニック (7.6%) のほ
うが、白人(4.2%)よりも高い。州ごとにみても、最低の 4.3% から 11.5% まで幅があ
る。 
※２ HS を行っている 6,064 家庭を対象とした 56 項目の郵送調査で、1497 件の回答を得
た。回収率は 25％。
※３ 教育省  Office of Non-Public Education (ONPE)
http://www2.ed.gov/about/offices/list/oii/nonpublic/statistics.html#homeschl
による調査 the National Household Education Surveys (NHES) Program of 2012
2004 年の調査では、150 万人だったので、４年間で確実に増加している。
※４ ウエブで、こうした HS 向け家庭教師（in-home teachers などという表現が見られる） 
の広告を見かける。失業中の有資格者だけでなく、現役の教員がそうしたアルバイト
を求めるケースもあるようだ。
※５   http://letshomeschoolhighschool.com/
※６ スエーデンのホームスクールのネットワークが、HP に掲載した 2011 年（更新）の
記事から。冒頭で、CBN News の報道によると・・・、となっている。国連の Villalobos
報告は、この話題でも紹介されている。
http://freesweden.net/anachronistic_germans.html
※７ H17．7.6. 文科省初等中等教育局長通達。自宅で IT を活用した学習活動を行うな
どした場合、指導要録上、出席とみなすことが可能とした。ただし、厳しい条件をつ
けた上での話である。





※９   http://www.parents.com/kids/safety/stranger-safety/child-abduction-facts/
※10 全米から 15,713 人のサンプルを２段階抽出。9 年生から 12 年生なので、ほぼ高校
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